
審議した議案の結果と各会派の賛否 （○：賛成、×：反対）

議　案　名　等 概　　　要 自民
10人

未来
７人

公明
5人

共産
4人

立憲
4人

維新
2人

無（50音順）
各１人

議決
結果

区長提出議案

目黒区国民健康保険条例の一部を改正する条例 出産する被保険者に係る保険料の減額をするとともに、法律の改正に
伴い規定の整備を行うもの。 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

可決

目黒区教育・保育に係る利用者負担額等を定める条例の一部
を改正する条例

保育料無償化の対象となっていない０歳から２歳児までの第１子につ
いて、利用者負担額のうち給食費相当分を減額するもの。 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

目黒区立学校設置条例の一部を改正する条例 第七中学校と第九中学校を統合し、目黒南中学校を新設するとともに、
第八中学校と第十一中学校を統合し、目黒西中学校を新設するもの。 ○ ○ ○ × ○ ○ ○ × ○ ×

東急東横線に架かる東三谷橋耐震補強・補修工事の委託契約 工事の委託契約を行うもの。 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

目黒区立住区会議室の指定管理者の指定について 目黒区立住区会議室24施設の指定管理者を指定するもの。 ○ ○ ○ × ○ ○ ○ ○ ○ ○

目黒区中小企業センターの指定管理者の指定について 目黒区中小企業センターの指定管理者を指定するもの。 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

目黒区勤労福祉会館の指定管理者の指定について 目黒区勤労福祉会館の指定管理者を指定するもの。 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

目黒区文化ホールの指定管理者の指定について 目黒区文化ホール2施設の指定管理者を指定するもの。 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

目黒区美術館の指定管理者の指定について 目黒区美術館の指定管理者を指定するもの。 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

目黒区高齢者センターの指定管理者の指定について 目黒区高齢者センターの指定管理者を指定するもの。 ○ ○ ○ × ○ ○ ○ ○ ○ ○

目黒区立知的障害者グループホームの指定管理者の指定につ
いて 目黒区立知的障害者グループホームの指定管理者を指定するもの。 ○ ○ ○ × ○ ○ ○ × ○ ○

目黒区立自転車等駐車場の指定管理者の指定について 目黒区立自転車等駐車場16施設の指定管理者を指定するもの。 ○ ○ ○ × ○ ○ ○ ○ × ○

目黒区立公園の指定管理者の指定について 目黒区立公園3施設の指定管理者を指定するもの。 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

目黒区営住宅の指定管理者の指定について 目黒区営住宅15施設の指定管理者を指定するもの。 ○ ○ ○ × ○ ○ ○ ○ ○ ○

目黒区立区民住宅の指定管理者の指定について 目黒区立区民住宅2施設の指定管理者を指定するもの。 ○ ○ ○ × ○ ○ ○ ○ ○ ○

目黒区三田地区整備事業住宅の指定管理者の指定について 目黒区三田地区整備事業住宅の指定管理者を指定するもの。 ○ ○ ○ × ○ ○ ○ ○ ○ ○

目黒区従前居住者用住宅の指定管理者の指定について 目黒区従前居住者用住宅の指定管理者を指定するもの。 ○ ○ ○ × ○ ○ ○ ○ ○ ○

目黒区エコプラザの指定管理者の指定について 目黒区エコプラザの指定管理者を指定するもの。 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

目黒区長等の給料等に関する条例等の一部を改正する条例 特別区人事委員会勧告に伴い、目黒区長等特別職の給料と報酬なら
びに期末手当を増額するもの。 ○ ○ ○ × × × ○ ○ × ×

職員の給与に関する条例の一部を改正する条例 特別区人事委員会勧告に伴い、給料月額、勤勉手当と管理職員の期
末手当を増額するもの。

○ ○ ○ ○ ○ × ○ × ○ ○

幼稚園教育職員の給与に関する条例の一部を改正する条例 ○ ○ ○ ○ ○ × ○ × ○ ○

会計年度任用職員の給与及び費用弁償に関する条例の一部を
改正する条例

特別区人事委員会勧告に伴い、期末手当を増額し、勤勉手当を支給
することとするもの。 ○ ○ ○ ○ ○ × ○ × ○ ○

目黒区教育委員会委員の任命の同意について 12月8日任期満了の松村眞理子氏を再任することに同意するもの。 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 同意

令和5年度目黒区一般会計補正予算（第3号） 歳入歳出予算の総額にそれぞれ21億9,599万円を追加し、総額を
1,321億4,092万6千円とするもの。 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ × ○ ○ 可決

議員提出議案

学校給食費の無償化を求める意見書（7面参照） ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 可決

議員の派遣

災害時相互援助協定を締結している臼杵市を訪問し、行政施策や議会活動視察のほか、災害時の円滑な相互援助に資するための議
員同士の意見交換・調査研究を行うため議員を派遣するもの。 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 可決

委員会名
視察日 視察先 視察項目 報　告

企画総務
令和5年

10月18日～20日

福島県福島市 ペット同伴避難所の設置 災害時に飼い主とペットが同じ建物内に避難できるペット同伴避難所開設の準備と課題を視察。

宮城県仙台市 災害時の物資調達に係る民間との連携および
物資備蓄 避難所に必要な資材のレンタル・運搬・設置などに係るリース事業者との協定締結や物資調達を視察。

福島県双葉郡双葉町 東日本大震災・原子力災害伝承館 東日本大震災、福島第一原子力発電所事故の被災状況と復興について、伝承館の展示と語り部の講話を視察。

福島県双葉郡浪江町 若い世代に向けた自治体広報（TikTokの活用）
　ほか2件 TikTokを活用した町の魅力発信の取り組み、震災遺構浪江町立請戸小学校、防災関連を視察。

福島県南相馬市 CIO補佐官を入れたDX推進の取り組み状況　
ほか1件 有識者6名をCIO補佐官として登用したDX推進の取り組みと、罹災証明のオンライン申請導入を視察。

生活福祉
令和5年

10月23日～25日

岡山県倉敷市 生活支援コーディネーターによる地域づくり支援 生活支援コーディネーターが、高齢者の通いの場を通して、元気な地域づくりを支援する取り組みを視察。

香川県直島町
直島の官民連携の歴史 「自主的産業振興対策と観光事業の基礎確立」を掲げ、産業や観光に企業誘致を推進する取り組みを視察。
ベネッセアートサイト直島 瀬戸内の自然や地域文化の特性を生かした現代アート・建築や、現地で住民と共に創るアート作品等を視察。

広島県尾道市 地域共生包括化推進会議による誰一人取り残
さない支援 福祉まるごと相談窓口と分野を超えた専門職ネットワーク（地域共生包括推進会議）による伴走型支援を視察。

愛媛県今治市 共創型今治モデル形成支援 今治タオルほか数々の今治の魅力を発信する、今治ブランドの推進とシティブランディングの取り組みを視察。

都市環境
令和5年

10月23日～25日

宮城県仙台市 エリアマネジメントおよびまちなかウオーカブル 都心部で居心地がよく巡り歩きたくなる街中空間を造るため、公民が連携して環境整備する取り組みを視察。

山形県 山形県環境科学研究センターの環境学習およ
び出前講座 環境の監視や調査・研究を行いながら、環境への理解と認識を深める環境学習の強化を図っている施設を視察。

山形県鶴岡市
つるおかランド・バンク 中心市街地の空き家・空き地の困り事を解決するために設立された組織の取り組みや、整備後の現地を視察。
鶴岡サイエンスパーク 次世代を担う人材と魅力ある産業を育てる基盤を造り、産業都市を目指し設立された研究施設を視察。

文教・子ども
令和5年

10月18日～20日

兵庫県芦屋市 こども家庭総合支援 子ども家庭総合支援と子育て世代包括支援を合わせて一体的に支援するこども家庭・保健センターを視察。
大阪府大阪市 こども本の森中之島 本や芸術文化を通じて子どもたちが豊かな想像力を育む施設として中之島公園内に整備された文化施設を視察。
大阪府茨木市 茨木っ子プラン　ネクスト5.0 「一人も見捨てへん教育」として、変化の大きな社会を生きていく力を育む総合教育サポートプランを視察。
大阪府寝屋川市 子どものいじめ防止対策推進事業　ほか1件 人間関係の再構築といじめの即時停止を目的として教育・行政・司法の側面から解決を図るいじめ対策を視察。
愛知県名古屋市 なごや子ども応援委員会　ほか2件 常勤専門職を学校配置しているなごや子ども応援委員会、教室以外の居場所づくり事業を市立中学校にて視察。

議会運営
令和5年

10月5日～6日

北海道鷹栖町
議会運営および議会改革

日曜議会の運営や中吊り広告風の広報作成、一般質問採点などの取り組みを視察。
北海道沼田町 ユニークな議会広報誌の作成や議会モニター制度、中学生議会の取り組みなどを視察。
北海道登別市 オンライン委員会など、多様性のある議会の実現を目指した議会改革の経緯と成果を視察。

行政視察 委員会では、先進的な取り組みをしている自治体等の視察を行っています。

● 録画映像は、中継終了後5日程度（土・日曜日・祝・休日を除く）から1年間ご覧になれます。
● 開会予定時間： 本会議は午後1時、委員会は午前10時。最新の情報は区ウェブサイト（ホームページ）で
確認できます。

会期：2/16～3/21令和6年第1回定例会の予定
日 月 火 水 木 金 土

2/16 2/17
議会運営◯委
本会議
　（代表質問）
議会中継

2/18 2/19 2/20 2/21 2/22 2/23 2/24

本会議
　（代表質問）
議会中継

本会議
　（一般質問）
議会中継

本会議
　（一般質問）
議会中継

議会運営◯委
本会議
　（議案付託）
議会中継

天皇誕生日

2/25 2/26 2/27 2/28 2/29 3/1 3/2
企画総務◯委
生活福祉◯委
都市環境◯委
文教・子ども◯委

企画総務◯委
生活福祉◯委
都市環境◯委
文教・子ども◯委

企画総務◯委
（補正予算審査）

区政再構築等調査
特

3/3 3/4 3/5 3/6 3/7 3/8 3/9
議会運営◯委
本会議
　（議案議決）
議会中継

3/10 3/11 3/12 3/13 3/14 3/15 3/16

3/17 3/18 3/19 3/20 3/21
春分の日 議会運営◯委

本会議
　（議案議決）
議会中継

予算特

議会中継

予算特

議会中継

◯委：委員会　
特：特別委員会
議会中継 ： 本会議と予算特別委員会は区ウェブサイト（ホームページ）で中継

めぐろ区議会だよりは、視覚障害などのあるかたのためのデイジー版があるほか、区ウェブサイト（ホームぺージ）から聞くこともできます。詳細は、障害者支援課（☎5722-9846、FAX3715-4424）へ

陳情の審議結果と各会派の賛否   
件　名 自民

１０人
未来
７人

公明
5人

共産
4人

立憲
4人

維新
2人

無（50音順）
各１人

議決
結果

東日本大震災による目黒区民住宅への避難者に対する建物明渡等請求について目黒区長に対し議会への裁判経過報告を求めると
ともに建物明渡後も訴訟を継続することの意図を説明することを求める陳情 × × × ○ ○ × × ○ × ○

不採択

介護保険料の引き下げを求める陳情 × × × ○ × × × ○ × ×

健康保険証の存続を求める陳情 × × × ○ ○ × × ○ × ○

加齢性の難聴をもつ者に対して目黒区としての補聴器購入助成制度の早期実施を求める陳情 × × × ○ ○ × ○ ○ × ○

現行の健康保険証の存続を求める陳情 × × × ○ ○ × × ○ × ○

学童保育の定員数に関して「概ね」の解釈に関する陳情 × × × ○ × × × ○ × ○

学童・児童館の業者選定において「利害関係者」表現の使用に関する陳情 × × × ○ × × × ○ × ○

保育士の配置基準の見直しを求める意見書の採択を求める陳情 × × × ○ ○ × ○ ○ ○ ○

別居・離婚後の親子を支援する公的サポートを求める陳情 × ○ × ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 採択

目黒区民センターの大規模再開発についての詳細情報を区民に明らかにするように求める陳情 × × × ○ × × × ○ × ○ 不採択

〔会派の略称〕　 自民：自由民主党目黒区議団・区民の会　　未来：めぐろの未来をつくる会　　公明：公明党目黒区議団　　共産：日本共産党目黒区議団　　立憲：目黒区議会立憲民主党　　維新：日本維新の会目黒区議団
　　　　　　　各会派の構成議員は、区ウェブサイト（ホームページ）の「区議会の構成と議員名簿」をご覧ください。

意見書を提出しました
　区民の生活に関わる問題でも国や都の仕事であるため、区では解決できない
ことがあります。このような場合に、区議会の意思を意見書にして関係機関に提
出し、解決を求めていきます。
　第４回定例会では、１件の意見書を提出しました。

　文部科学省の令和３年度学校給食実施状況等調査では、給食費は全国月額平
均で、小学校が４，４７７円（東京都は４，４６９円）、中学校が５，１２１円（同５，３３７円）
と、保護者への大きな負担になっています。経済的な負担を感じずに子どもを産
み、育てられる社会をつくることは、これからの日本社会の発展にとって不可欠
なことです。
　今年度、特別区のうち２０区が給食費の保護者負担ゼロを実施しましたが、来
年度以降も同事業の実施を表明しているのは、現時点でわずか４区に留まりま
す。本区においても年間約８億円に上る事業費負担が重く、来年度以降の実施
は不透明な状況です。
　学校給食法第１条において、学校給食は「児童及び生徒の心身の健全な発達
に資するものであり、かつ、児童及び生徒の食に関する正しい理解と適切な判断
力を養う上で重要な役割を果たすものである」とされています。同法では学校給
食費は保護者負担とされていますが、学校給食の意義に鑑みて、それぞれの自
治体が保護者負担の軽減に取り組んでいます。その取り組みに、自治体の決断
や財政状況によって差が生じたり、事業の継続性が損なわれることは望ましくあ
りません。
　国は令和５年３月の「こども・子育て支援加速化プラン」で、学校給食費の無償
化に向け、全国ベースでの学校給食の実態調査を進め、課題を整理していると
聞いていますが、全国一律での公立小・中学校の学校給食費無償化を、早期に
決定するべきと考えます。

　よって、目黒区議会として、国に対して公立小・中学校の学校給食費無償化を
実施することを強く求めます。

　以上、地方自治法第９９条の規定により意見書を提出します。

　令和５年１２月６日
目黒区議会議長　おのせ康裕

衆議院議長、参議院議長、
内閣総理大臣、文部科学大臣　

学校給食費の無償化を求める意見書

宛て

● イスラエル・ガザ戦争の即時停戦と、人道支援に向けた日本政府の一層の外交努力を求める意見
書の提出について（陳情）
●行政が運営主体となる新規火葬場建設を求める陳情ほか１件
●シルバー人材センターに関する陳情
● 消費者被害を防止、救済するため特定商取引法の抜本的法改正を求める意見書を政府等に提出
することを求めることに関する陳情

●緑が丘児童館・学童保育クラブ民営化計画の見直しに関する陳情
● 急増する「不登校生」の学習権を保障する新しい教育の場の設置を求める陳情
● 父母の離婚後の子育てに関する家族法改正の早期法案成立を求める陳情
● 東京都中学校英語スピーキングテスト（ＥＳＡＴ－Ｊ）の結果を都立高校入試に利用しないことを
都教育委員会に求める意見書に関する陳情

継続審査とした陳情

請願・陳情の受付
　請願・陳情とは、皆さんが区政に関する事柄等を、直接区議会に要望できる
制度です。
　請願は、議員の紹介が必要です。議員の紹介がない要望等は陳情となります
が、目黒区議会は、原則として請願と陳情を同様に扱います。

◆受付方法
　常時受付をしていますが、各定例会で審査を行うため、定例会ごとに締切日
を設けています。陳情書は、直接持参してください。郵送によるものは原則とし
て審査を行いません。

◆令和６年第１回定例会で審査を希望する場合の提出期限
　２月７日（水）正午
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